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決

実
質
収
支
で
、3
億
9,
1
6
6
万
円

の
黒
字
決
算

　

平
成
24
年
度
一
般
会
計
決
算

額
は
、
歳
入
が
86
億
1,
5
5
2

万
円
、
歳
出
が
82
億
8
7
0

万
円
と
な
り
、
差
引
の
4
億

6
8
2
万
円
か
ら
翌
年
度
へ
の

繰
越
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支

は
3
億
9,
1
6
6
万
円
と
な

り
、
前
年
度
に
引
き
続
き
黒
字

決
算
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
24
年
度
決
算

歳
入
お
よ
び
歳
出
の
特
徴

　

歳
入
で
は
、
前
年
度
に
比
べ

町
税
が
2
億
2
0
0
万
円
減
少

し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
個

人
町
民
税
が
年
少
扶
養
控
除
等

の
廃
止
に
よ
り
約
5,
5
0
0

万
円
増
加
し
た
も
の
の
、
固
定

資
産
税
の
家
屋
分
が
評
価
替

え
に
伴
う
減
価
に
よ
り
、
約

1
億
2,
0
0
0
万
円
減
少
し

た
こ
と
、
ま
た
、
景
気
低
迷

に
よ
り
法
人
町
民
税
が
約
1
億

2,
0
0
0
万
円
減
少
し
た
こ
と

が
要
因
で
す
。

　

歳
出
で
は
、
日
野
中
学
校
の

給
食
施
設
整
備
、
全
町
的
な
農

道
舗
装
や
農
業
用
施
設
な
ど
の

整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
町

独
自
の
事
業
と
し
て
中
学
校
の

35
人
学
級
の
た
め
の
臨
時
講
師

の
雇
用
、
英
語
検
定
・
漢
字
検

定
の
助
成
、
不
妊
治
療
へ
の
助

成
事
業
な
ど
を
進
め
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。
一
方
で
、
民
生

費
が
昨
年
度
に
比
べ
6,
1
5
0

万
円
増
加
す
る
な
ど
、
社
会
保

障
関
係
経
費
の
増
加
傾
向
が
続

い
て
お
り
、
安
定
し
た
財
政
運

営
の
実
現
に
は
、
財
政
健
全
化

へ
の
取
り
組
み
が
必
要
不
可
欠

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
持
続
発
展
可
能
な
行

財
政
運
営
を
行
う
た
め
、
財
源

規
律
の
堅
持
と
、
住
民
福
祉
の

向
上
が
両
立
で
き
る
よ
う
努
め

て
い
き
ま
す
。

用
語
解
説　

　

歳
入

●
町
税

皆
さ
ん
か
ら
町
に
納
め
て
い
た
だ
い

た
、
町
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動

車
税
、
た
ば
こ
税
な
ど
の
税
金
で
す
。

●
分
担
金
お
よ
び
負
担
金

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
場
合
に
、

そ
の
受
益
の
程
度
に
応
じ
て
、
受
益
者

か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
お
金
で
す
。

●
町
債

町
の
運
営
に
必
要
な
お
金
を
調
達
す
る

た
め
の
借
入
金
で
す
。

●
地
方
交
付
税

地
方
団
体
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整
す

る
た
め
に
、
国
か
ら
一
定
の
基
準
に
よ

り
交
付
さ
れ
る
お
金
で
す
。
こ
れ
に
よ

り
、
ど
の
地
域
に
住
む
住
民
に
も
一
定

の
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
で
き
る
よ
う
財
源

を
保
障
す
る
機
能
を
持
っ
て
い
ま
す
。

●
国
庫
支
出
金
・
県
支
出
金

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
補
助
金
や
委

託
金
な
ど
で
す
。

　

歳
出

●
民
生
費

お
年
寄
り
や
体
の
不
自
由
な
方
の
福
祉

の
充
実
や
、
子
育
て
支
援
の
た
め
の
費

用
で
す
。

●
総
務
費

町
の
施
設
や
財
産
の
維
持
管
理
、
戸

籍
・
選
挙
・
税
金
の
徴
収
や
交
通
安
全

の
取
り
組
み
の
た
め
の
費
用
で
す
。

●
教
育
費

幼
稚
園
、
小
学
校
、
中
学
校
な
ど
の
学

校
教
育
や
、
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
振
興
な

ど
社
会
教
育
の
た
め
の
費
用
で
す
。

●
土
木
費

道
や
河
川
、
下
水
道
な
ど
の
整
備
の
た

め
の
費
用
で
す
。

●
農
林
水
産
業
費
・
商
工
費

農
業
や
商
工
業
、
観
光
な
ど
の
発
展
の

た
め
の
費
用
で
す
。

●
衛
生
費　

ゴ
ミ
処
理
な
ど
の
環
境
保
全
や
、
予
防

接
種
や
検
診
な
ど
の
健
康
増
進
、
上
水

道
の
た
め
の
費
用
で
す
。

—
 

ま
ち
の
家
計
簿　

決
算 —

町税
32億 2,610 万円
37.4%

町税
32億 2,610 万円
37.4%

分担金及び負担金
2億 4,762 万円
2.9%

分担金及び負担金
2億 4,762 万円
2.9%

諸収入
1億 1,154 万円
1.3%

諸収入
1億 1,154 万円
1.3%

繰入金 1億 4,480 万円
1.7%
繰入金 1億 4,480 万円
1.7%

町債
10億 1,081 万円
11.7%

町債
10億 1,081 万円
11.7% 地方交付税

15億 7,057 万円
18.2%

地方交付税
15億 7,057 万円
18.2%

国庫支出金
7億 7,403 万円
9.0%

国庫支出金
7億 7,403 万円
9.0%

県支出金
5億 1,465 万円
6.0%

県支出金
5億 1,465 万円
6.0%

民生費
23億 2,151 万円
28.3%

民生費
23億 2,151 万円
28.3%

教育費
15億 9,392 万円
19.4%

教育費
15億 9,392 万円
19.4%

総務費
8億 7,600 万円
10.7%

総務費
8億 7,600 万円
10.7%

土木費
8億 393 万円
9.8%

土木費
8億 393 万円
9.8%

農林水産業費
7億 4,482 万円
9.1%

農林水産業費
7億 4,482 万円
9.1%

公債費
6億 1,977 万円
7.6%

公債費
6億 1,977 万円
7.6%

衛生費
5億 8,749 万円
7.2%

衛生費
5億 8,749 万円
7.2%

消防費
3億 853 万円
3.8%

消防費
3億 853 万円
3.8%

商工費
1億 2,446 万円
1.5%

商工費
1億 2,446 万円
1.5%

議会費
9,063 万円
1.0%

議会費
9,063 万円
1.0%

労働費
3,078 万円
0.3%

労働費
3,078 万円
0.3%

災害復旧費
1億 686 万円
1.3%

災害復旧費
1億 686 万円
1.3%

地方譲与税
8,750 万円
1.0%

地方譲与税
8,750 万円
1.0%

その他
1億 1,292 万円
1.3%

その他
1億 1,292 万円
1.3%

県税交付金
3億 1,738 万円
3.7%

県税交付金
3億 1,738 万円
3.7%

繰越金
4億 9,760 万円
5.8%

繰越金
4億 9,760 万円
5.8%

国庫支出金は児童
手当・子ども手当と
障害者自立支援の
国庫負担金の合計
で約５億円を占め
ています。

地方交付税は前年度
から約 1億 1,669
万円減少しています。

町債のうち臨時財政
対策債は、約 5億
3,000 万円です。

　　　　《町税の内訳》
町民税　　　12億 9,022 万円
固定資産税　17億 5,929 万円
軽自動車税　　　  6,166 万円
町たばこ税　　1億 1,493 万円

町税は前年度に比べ
て、約 2億円の減収
となっています。

教育費は幼稚園費、小学校
費、中学校費で、約8億1,000
万円、社会教育費で 4億
2,500万円となっています。

総務費は、庁舎の耐震改修事
業で約 1億円、戸籍住民基本
台帳費約6,400万円が主な支
出でした。

民生費は社会保障関係経費が
主なため、支出規模が大きく、
子ども手当・児童手当・保育
所費、障害福祉費、福祉医療
費などで約 13億 9,000 万円
を占めています。

農道舗装や農業用施設
整備に約2億 6,000万
円の支出をしています

土木費は主に道路橋梁費で
1億 7,800 万円、下水道会
計繰出金で 4億3,000万円
の支出をしています。

歳入

一般会計の状況 平成 24 年度
一般会計は、行政運営の基本的な会計です。

歳出のグラフは福祉や教育、土木、農林、

議会などの支出目的別に経理をしています。

決
算算
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町
債
残
高
は
、昨
年
度
よ
り
増
加
、

臨
時
財
政
対
策
債
が
増

　

町
で
は
、
将
来
負
担
の
軽
減

を
図
る
た
め
、
新
規
起
債
を
抑

制
し
、
や
む
を
得
ず
起
債
す
る

場
合
も
、
そ
の
元
利
償
還
金
の

財
源
が
後
年
度
の
地
方
交
付
税

で
措
置
さ
れ
る
も
の
を
優
先
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
平
成
24
年

度
は
、
将
来
負
担
の
軽
減
の
た

め
特
別
会
計
（
農
業
集
落
排
水

事
業
・
公
共
下
水
道
事
業
）
で

町
債
の
繰
上
償
還
を
実
施
す
る

た
め
の
繰
出
金
を
支
出
し
て
い

ま
す
。

　

な
お
、
臨
時
財
政
対
策
債

は
、
平
成
13
年
に
創
設
さ
れ
、

国
の
地
方
財
政
対
策
の
財
源
不

足
に
対
応
す
る
た
め
、
そ
の
不

足
分
に
変
わ
る
地
方
負
担
分
と

し
て
町
が
発
行
す
る
も
の
で

す
。
返
済
の
原
資
は
、
全
額
が

将
来
の
地
方
交
付
税
で
措
置
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

用
語
解
説　

　

歳
入

●
町
税

皆
さ
ん
か
ら
町
に
納
め
て
い
た
だ
い

た
、
町
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動

車
税
、
た
ば
こ
税
な
ど
の
税
金
で
す
。

●
分
担
金
お
よ
び
負
担
金

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
場
合
に
、

そ
の
受
益
の
程
度
に
応
じ
て
、
受
益
者

か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
お
金
で
す
。

●
町
債

町
の
運
営
に
必
要
な
お
金
を
調
達
す
る

た
め
の
借
入
金
で
す
。

●
地
方
交
付
税

地
方
団
体
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整
す

る
た
め
に
、
国
か
ら
一
定
の
基
準
に
よ

り
交
付
さ
れ
る
お
金
で
す
。
こ
れ
に
よ

り
、
ど
の
地
域
に
住
む
住
民
に
も
一
定

の
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
で
き
る
よ
う
財
源

を
保
障
す
る
機
能
を
持
っ
て
い
ま
す
。

●
国
庫
支
出
金
・
県
支
出
金

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
補
助
金
や
委

託
金
な
ど
で
す
。

　

歳
出

●
民
生
費

お
年
寄
り
や
体
の
不
自
由
な
方
の
福
祉

の
充
実
や
、
子
育
て
支
援
の
た
め
の
費

用
で
す
。

●
総
務
費

町
の
施
設
や
財
産
の
維
持
管
理
、
戸

籍
・
選
挙
・
税
金
の
徴
収
や
交
通
安
全

の
取
り
組
み
の
た
め
の
費
用
で
す
。

●
教
育
費

幼
稚
園
、
小
学
校
、
中
学
校
な
ど
の
学

校
教
育
や
、
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
振
興
な

ど
社
会
教
育
の
た
め
の
費
用
で
す
。

●
土
木
費

道
や
河
川
、
下
水
道
な
ど
の
整
備
の
た

め
の
費
用
で
す
。

●
農
林
水
産
業
費
・
商
工
費

農
業
や
商
工
業
、
観
光
な
ど
の
発
展
の

た
め
の
費
用
で
す
。

●
衛
生
費　

ゴ
ミ
処
理
な
ど
の
環
境
保
全
や
、
予
防

接
種
や
検
診
な
ど
の
健
康
増
進
、
上
水

道
の
た
め
の
費
用
で
す
。
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37.4%
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2億 4,762 万円
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地方譲与税
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3.7%

繰越金
4億 9,760 万円
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繰越金
4億 9,760 万円
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国庫支出金は児童
手当・子ども手当と
障害者自立支援の
国庫負担金の合計
で約５億円を占め
ています。

地方交付税は前年度
から約 1億 1,669
万円減少しています。

町債のうち臨時財政
対策債は、約 5億
3,000 万円です。

　　　　《町税の内訳》
町民税　　　12億 9,022 万円
固定資産税　17億 5,929 万円
軽自動車税　　　  6,166 万円
町たばこ税　　1億 1,493 万円

町税は前年度に比べ
て、約 2億円の減収
となっています。

教育費は幼稚園費、小学校
費、中学校費で、約8億1,000
万円、社会教育費で 4億
2,500万円となっています。

総務費は、庁舎の耐震改修事
業で約 1億円、戸籍住民基本
台帳費約6,400万円が主な支
出でした。

民生費は社会保障関係経費が
主なため、支出規模が大きく、
子ども手当・児童手当・保育
所費、障害福祉費、福祉医療
費などで約 13億 9,000 万円
を占めています。

農道舗装や農業用施設
整備に約2億 6,000万
円の支出をしています

土木費は主に道路橋梁費で
1億 7,800 万円、下水道会
計繰出金で 4億3,000万円
の支出をしています。
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通常の町債　　臨時財政対策債

年度 年度末現在高 うち臨時財政対策債

20 65 億 5,347 万円 21 億 2,099 万円

21 65 億 686 万円 23 億 7,652 万円

22 67 億 694 万円 28 億 5,753 万円

23 67 億 457 万円 32 億 3,826 万円

24 71 億 8,976 万円 36 億 9,091 万円
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●介護保険の運営のための町負担分…2億3,126万円

●地域福祉の充実のため日野町社会福祉協議会へ

　の補助…………………………………  4,648万円

●高齢者の能力を生かした就業機会の提供のため

　シルバー人材センターへの補助………763万円

●身体的・経済的事情により、自宅で養護を受け

　られない高齢者を老人ホームへ保護措置するた

　めの費用………………………………  1,191万円

●乳幼児、重度心身障がい者（児）、母子・父子家

　庭やお年寄りへの医療費助成……1億4,036万円

●障がい者が自立した生活を営めるよう、福祉サ

　ービスの給付や支援………………3億6,923万円

●外国人の生活相談、学校教育の支援を行うため

　の通訳者の配置………………………… 208万円

●障がい者の生活の利便性を高めるため、燃料費

　やタクシー代を助成…………………… 346万円

●人権が尊重される社会を目指し、人権学習活動

　などを実施……………………………… 215万円

●BCGや日本脳炎、三種混合ワクチン、ポリオ

　などの予防接種の実施………………  3,695万円

●自己負担なしで、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブ

　ワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン接種を実施

　…………………………………………  2,049万円

●後期高齢者医療制度によって実施される高齢者

　の健康診査……………………………… 202万円

　　　　　　　　　　　　　　

●健康増進のため、がん検診や健康相談、生活習

　慣病予防のための教室を実施………  2,265万円

●国民健康保険の運営のための町負担分

　………………………………………  1億934万円

●後期高齢者医療保険の運営のための町負担分

　………………………………………2億7,822万円

ともに生きる
安心ささえあいのまち

誰もがすこやかに
元気に暮らすまち
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●地域経済活性化のため、住宅リフォームに対し

　て最高10万円の商品券を助成………… 665万円

●町の観光振興のため、日野観光協会への補助

　…………………………………………  1,854万円

●特産品である日野菜の産地ブランド化のための

　生産拡大、生産振興…………………… 399万円

●地域経済の活性化のため、農村生活体験などの

　都市農村交流の取り組みを推進……… 716万円

●農作物を守るため、有害鳥獣の計画的な駆除の

　実施……………………………………  1,787万円

●離職を余儀なくされた失業者等の一時的な雇用

　や就業機会を創出……………………  1,959万円

●農業振興のため、全町的な農道舗装や農業用施

　設の整備･…………………………  2億5,812万円

　　　　　

●町の経済発展のため、日野町商工会の取り組み

　に対する補助…………………･……… 1,676万円

●除雪や除草、町道の修繕・舗装補修工事など町

　道の維持管理費………………………  3,119万円

●町道豊田中山線歩道設置工事など町道整備・改

　良工事、町道や橋梁の点検…………  9,489万円

●町内の自治会が実施する道路工事などへの補助

　…………………………………………… 499万円

●し尿処理や布引斎苑を運営する八日市布引ライ

　フ組合への負担金……………………  5,753万円

●公共下水道や農村下水道の整備や維持管理のた

　めの繰出金･………………………  5億5,931万円

●町営バス・デマンドタクシーの運営費用や地方

　バス路線の運行補助、  ………………4,363万円

●災害に備えるため、日野町役場の耐震補強工事

　を実施………………………………  1億198万円

●水道の断水などに

　備えた、緊急用の

　給水車の購入

　…………961万円

●広域消防を行う東

　近江行政組合への

　負担金

　……2億5,433万円

●消防団の運営費用……………………  2,580万円

●防災計画の改訂や

　防災行政無線の維

　持管理、防災訓練

　の費用… 387万円

●平成23年度の大雨

　により被災した町

　道北脇中在寺線宮

　前橋の災害復旧事

　業費

　…… 1億634万円

安心をみんなでつくり
住みたくなるまち

三方よしで未来につなぐ
楽市楽座のまち
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●町民会館わたむきホール虹の運営、施設修繕や

　改修工事……………………………  1億380万円

●しゃくなげ群落の保全や、正明寺、信楽院、綿

　向神社など指定文化財の保存事業…… 302万円

●女性活動団体、青年会、ＰＴＡや子ども会など

　の活動補助金…………………………… 103万円

●近江日野商人館の管理や、特別展の実施などの

　運営経費………………………………… 424万円

●日野祭の曳山の運行

　補助や、曳山の修繕

　管理に対する補助

　…………… 325万円

●町史「近江日野の歴

　史」の編さん事業

　………… 3,552万円

●公民館の活動補助金

　や施設改修費など、

　公民館の運営費用

　………… 8,207万円

●体育協会の運営費用やスポーツ振興の費用

　…………………………………………… 564万円

●小学校に図書司書を派遣し、子どもの読書活動

　を推進…………………………………… 412万円

●図書館の運営や管理費用……………  4,582万円

●男女共同参画のつどいや地域づくりフォーラム

　などを開催 ………………………………  58万円

●地域コミュニティ活動を支援するための補助　

　…………………………………………… 250万円

●公立保育所の運営や施設管理、私立保育所への

　委託や補助など、子どもの保育のための費用

　………………………………………4億2,393万円

●妊婦検診の公費負担や育児相談など、母子の健

　康管理や子育て支援…………………  2,383万円

●不妊治療への助成……………………… 114万円

●町立幼稚園の運営費用……………2億3,868万円

●経済的な理由により就学が困難な児童への学用

　品費等の支給…………………………… 886万円

●中学校給食施設の整備……………3億4,532万円

●小学校体育館の屋根改修や必佐小学校の外トイレ

　改修など、施設改修や管理費………  9,473万円

●小学校の英語講師の配置や漢字検定補助、図書購

　入や標準学力調査などの教育振興費… 2,582万円

●中学校の35人学級の教諭や別室登校、学習支援

　員の雇用、図書購入などの教育振興費…1,822万円

●障がいのある子どもたちの地域活動の場の確保

　や、旧桜谷幼稚園を子育てなどの拠点施設にす

　るための施設改修費用………………  1,074万円

●子どもの心身の発達を支援するため、早期療育

　施設「くれよん」を運営……………  1,018万円

●子ども手当・児童手当の支給……  4億151万円

●日野町子育て・教育相談センターの運営費

　………………………………………… 1,233 万円

●学童保育所の運営補助金や修繕費

　…………………………………………  3,208万円

子どもがはつらつと
育つまち

学びあいみんなではぐくむ
自治のまち
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●一般家庭からのゴミの収集運搬や、拠点回収の

　委託費用………………………………  8,008万円

●ゴミ処理を行う中部清掃組合への負担金

　………………………………………1億8,778万円

●ゴミ減量のため資源回収や生ゴミ処理器への補

　助………………………………………… 199万円

●地球温暖化防止などに効果の高い営農活動に取

　り組むための農業者支援……………… 305万円

●小学生を対象にした森林環境学習「やまのこ」

　の開催………………………………………36万円

●日野町森林組合への運営補助………… 258万円

●グリム冒険の森の管理費や施設の修繕経費

　…………………………………………… 951万円

●里山の保全整備………………………… 682万円

●農地、農業用水の保全の共同活動や、農業用水

　路や農道の長寿命化への支援………… 904万円

●地元自治会との共同による河川浚
しゅんせつ

渫、清掃など

　の河川管理活動………………………… 764万円

●農業集落排水事業特別会計

　農業集落地域の生活排水処理を行う会計です

　歳入…2億3,524万円　歳出…2億3,515万円

●水道事業会計（企業会計）

　上水道の整備、維持管理を行う会計です。

　（収益的支出）

　収入…6億5,381万円　支出…5億6,310万円

　（資本的支出）

　収入…1億2,984万円　支出…2億5,248万円

●他にも特別会計があります

　・介護老人保健施設特別会計

　　歳入…7,199万円　歳出…7,195万円

　・簡易水道特別会計

　　歳入…1,138万円　歳出…1,132万円

　・住宅新築資金等貸付事業特別会計

　　歳入…261万円　　歳出…236万円

　・西山財産区会計

　　歳入…269万円　　歳出…259万円

●国民健康保険特別会計

　町が保険者として運営し、被保険者の医療費等

　をまかなうための会計です。

　歳入…22億3,159万円　歳出…21億1,467万円

●介護保険特別会計

　高齢者への介護サービスなどを行う会計です。

　歳入…15億9,368万円　歳出…15億6,626万円

●公共下水道事業特別会計

　下水道を整備、維持管理するための会計です。

　歳入…9億3,559万円　歳出…9億3,536万円

●後期高齢者医療特別会計

　75歳以上の方の加入保険を運営するための会計で

　す。

　歳入…2億1,535万円　歳出…2億1,211万円

特別会計の決算状況
特別会計は、特定の事業を行うため、一般会計と区別して経理されています

自然と文化を
　　　みんなでまもるまち

◆問い合わせ先　総務課　財政担当　☎ �6500
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